
審査基準日   　　 　年　　　月　　　日

1 ＝ （ ＋ 　) ÷ 2
千円未満切り捨て

【希望業種別】

＝ （ ＋ 　) ÷ 2
千円未満切り捨て

2 1 千円

(純資産） 2 千円

3 ＝ （ ＋ ） ÷ 2

※

= ＋
= ＋

審査基準日における 【希望業種別】

4 人

審査基準日における 【希望業種別】

5 人 講習受講 人 人 人 人 その他 人
一人に付2種類まで

２期平均 【希望業種別】

6 千円 ＝ （ ＋ 　) ÷ 2
千円未満切り捨て

審査対象事業年度における

7 ＝ （ -  ) ÷ 　×100

基準決算における

8 ＝ （　　　　　　　　 ＋ ) ÷ ÷ 12 ）

審査対象事業年度における

9 ＝ ÷ 　×100

審査対象事業年度における

10 ＝ ÷ 　×100

2における基準決算か2期平均による

11 ＝ ÷ 　×100

2における基準決算か2期平均による

12 ＝ ÷ 　×100

審査対象事業年度 前審査対象事業年度

F総資本E自己資本額（２における基準決算か２期平均）

　 　　　　　　　　

H売上高

（2期平均額で最低3000万）

L経常利益（個人である場合事業主利益） H売上高

E自己資本額（２における基準決算か２期平均） A固定資産

                                                            経 営 事 項 審 査 表                                                                       中国財務局

受付番号

２期平均

２期平均

年間平均完成工事高

年間平均元請完成工事高

千円

個人

基幹

P減価償却実施額

監理

利益額（審査対象事業年度）

自 己 資 本 額

自 己 資 本 比 率

％

％

％自己資本対固定資産比率

小数点５位未満四捨五入

小数点５位未満四捨五入

直前の審査基準日

C固定負債

千円未満切り捨て

（　　　　　　　　

H売上高K支払利息

B流動負債

一級種類別技術職員

平 均 利 益 額
千円未満切り捨て

負 債 回 転 期 間

総資本売上総利益率

売上高経常利益率

監 理 技 術 者 数

小数点５位未満四捨五入

％

純 支 払 利 息 比 率
小数点５位未満四捨五入

小数点３位未満四捨五入

％

１・２どちらかに丸

法人

千円

２期平均

審査対象事業年度 前審査対象事業年度

千円

商号名称

二級

（２期平均を選んだ場合）

（審査対象事業年度）

（前審査対象事業年度）

千円

小数点５位未満四捨五入 （基準決算）

その他

I売上総利益（個人の場合は完成工事総利益）

J受取利息配当金

基準決算

O営業利益利益額（利払前税引前償却前利益）

審査対象事業年度 前審査対象事業年度

FG総資本

利益額（前審査対象事業年度）

基準決算



2期平均

13 = （ ＋ 　) ÷

基準決算における D利益余剰金（個人である場合は純資産合計）

14 ＝ ÷

【参考】 （単位：千円） （単位：千円）

A H
B I
C J
D K
E L
F M
G N

（総資本とは負債純資産合計） （売上高とは完成工事高及び兼業事業売上高の合計）

３．利益額（利払前税引前償却前利益）について （単位：千円）

O 営業利益
営　業　利　益

P 減価償却実施額

合　　　　　　　　　　　計

１３．営業キャッシュフローについて
（単位：千円）

L 経常利益
Q 法人税、住民税及び事業税

 M営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（当期） ＝ + - + + + + +

 N営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（前期） ＝ + - + + + + +

- ＝ - ＝
R - ＝ - ＝
S - ＝ - ＝
T - ＝ - ＝
U - ＝ - ＝
V - ＝ - ＝

仕入債務 （支払手形、工事未払金の合計）

受入金 （未成工事受入金）

審査対象事業年度

審査対象事業年度 前審査対象事業年度

当　　期
引当金 （貸倒引当金）

前　　期

棚卸資産 （未成工事支出金及び材料貯蔵品の合計）

　　　（単位：千円） 増　減　額

売掛債権 （受取手形及び完成工事未収金の合計）

前　　期

T仕入債務の増減額

S売掛債権の増減額
(増の場合は減算、減の場合は加算）Q法人税、住民税及び事業税　P減価償却実施額

　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　-　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　

　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　-　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　　＋　　　　　　　　　　

審査対象事業年度

R引当金の増減額

前々期 増　減　額
前審査対象事業年度

R引当金の増減額

前審査対象事業年度

未成工事支出金に係る減価償却費

その他減価償却費として費用を計上した額

　L経常利益 Q法人税、住民税及び事業税　P減価償却実施額

営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（前期）

兼業事業売上原価に係る減価償却費

審査対象事業年度

100,000　÷　2

S売掛債権の増減額
(増の場合は減算、減の場合は加算）

V受入金の増減額

U棚卸資産の増減額
(増の場合は減算、減の場合は加算）

U棚卸資産の増減額
(増の場合は減算、減の場合は加算）

V受入金の増減額T仕入債務の増減額

販売費及び一般管理費に係る減価償却費

決　　算

　L経常利益

利 益 剰 余 金
自 己 資 本
総 資 本 （ 当 期 ）
総 資 本 （ 前 期 ）

固 定 資 産
流 動 負 債
固 定 負 債

科　　目

完成工事原価に係る減価償却費

営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（当期）

決　　算
売 上 高

M営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（当期） N営業ｷｬｯｼｭﾌﾛｰ（前期）

支 払 利 息
経 常 利 益

前審査対象事業年度

100,000

営業キャッシュフロー

利 益 剰 余 金

科　　目

小数点３位未満四捨五入

小数点３位未満四捨五入

売 上 総 利 益
受 取 利 息 配 当 金



その他の審査項目（社会性等）
建設工事の担い手の育成及び確保に関する取組の状況

１．有　　２．無　　３．適用除外

１．有　　２．無　　３．適用除外

１．有　　２．無　　３．適用除外

１．有　　２．無　　

１．有　　２．無　　

１．有　　２．無　　

若年技術職員の継続的な育成及び確保 １．該当　　２．否　

新規若年技術職員の育成及び確保 １．該当　　２．否　

CPD単位取得数 単位

技術者数
レベル向上者数
技能者数
控除対象者数

建設業の営業年数

１．有　　２．無　　

防災活動への貢献の状況
１．有　　２．無　　

法令遵守の状況
１．有　　２．無　　

１．有　　２．無　　

建設業の経理の状況

研究開発費の状況

建設機械の保有状況

国又は国際標準化機構が定めた規格による認証又は登録の状況
ＩＳＯ９００１の登録の有無 １．有　　２．無　　

１．有　　２．無　　

１．有　　２．無　　

【注意事項】 各欄の記載要領については、「建設業法第２７条の２３第３項の経営事項審査の項目及び基準を定める件」に準じて記載してください。

１．会計監査人の設置　　２．会計参与の設置
３．経理処理の適正を確認した旨の書類の提出　　４．無

１．くるみん認定　　２．トライくるみん認定
３．プラチナくるみん認定　　４．非該当

人

人

１．えるぼし認定（1段階目）　　２．えるぼし認定（2段階目）
３．えるぼし認定（3段階目）　　４．プラチナえるぼし認定　　５．非該当

１．ユースエール認定　　２．非該当

１．全建設工事で実施　　２．公共工事で実施　　３．非該当

人

年

防災協定の締結の有無

営業停止処分の有無
指示処分の有無

退職一時金制度若しくは企業年金制度導
入の有無
法定外労働災害補償制度加入の有無

営業年数
民事再生法又は会社更生法の適用の有無

人

人

千円

台

ＩＳＯ１４００１の登録の有無
エコアクション２１の登録の有無

監査の受審状況

公認会計士等の数
二級登録経理試験合格者の数

研究開発費(2期平均）

建設機械の所有及びリース台数

人

次世代育成支援対策推進法に基づく認定
の状況
青少年の雇用の促進等に関する法律に基
づく認定の状況
建設工事に従事する者の就業履歴を蓄積
するために必要な措置の実施状況

女性の職業における活躍の推進に関する
法律に基づく認定の状況

厚生年金保険加入の有無
建設業退職金共済制度加入の有無

雇用保険加入の有無
健康保険加入の有無


